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「協働」の定義
｜ 協働とは ｜

アメリカ・インディアナ大学

ヴィンセント・オストロム
が提示した概念（1977）

写真：ヴィンセント・オストロムとエリノア・オストロム
（2009年、女性初のノーベル経済学賞を受賞）

コ・プロダクション（co-production）

Co（共同・協力・協働・協調等）とProduction
（ある価値を有する財やサービスをもたらすため
の活動、ないしその成果・結果）を結合させた造語



「協働」の定義

荒木昭次郎による「協働」の定義①

地域住民と自治体職員とが、心を合わせ、
力を合わせ、助け合って、地域住民の福祉の向上
に有用であると自治体政府が住民の意思に基づいて
判断した公共的性質をもつ財やサービスを生産し、
供給していく活動体系

引用：荒木昭次郎（1990）『参加と協働－新しい市民＝行政関係の創造』ぎょうせい

※荒木は日本における「協働」概念の提唱者として知られる。



「協働」の定義

荒木昭次郎による「協働」の定義②

異なる複数の主体が互いに共有可能な目標を設定し、
その目標を達成していくために、各主体が対等な
立場にたって自主・自律的に相互交流しあい、
単一主体で取り組むよりもより効率的に、
そして相乗効果的に目標を達成していくことが
出来る手段

引用：荒木昭次郎（2012）『協働型自治行政の理念と実際』敬文堂



非営利セクターの登場と協働

◇協働の領域
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「共創」とは？

「企業が、様々なステークホルダーと協働して共に新たな価値を創造する」
という概念。2004年に、米ミシガン大学ビジネススクール教授であるC.K.プ
ラハラード氏とベンカト・ラマスワミ氏が、共著『The Future of 
Competition: Co-Creating Unique Value With Customers（邦訳：価値共創
の未来へ-顧客と企業のCo-Creation）』で提起したとされる。

共創（Co-Creation）

（写真）ミシガン大学 ロス・スクール・オブ・ビジネス webサイト,
https://michiganross.umich.edu/faculty-research/institutes-centers-initiatives/india-initiatives/ck-prahalad-initiative/bio, 
https://michiganross.umich.edu/faculty-research/faculty/venkatram-ramaswamyより引用（2023/07/11最終閲覧）

C.K.プラハラード氏
(C.K. Prahalad)

ベンカト・ラマスワミ氏
(Venkatram Ramaswamy)

（引用・参考）斎藤昌義（2017）『Hitachi IoT Platform Magazine』「事業開発に「共創」の考え方を取り入れるには」,
https://www.hitachi.co.jp/products/it/it-pf/mag/bba/39/index.html （2023/07/11最終閲覧）
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民間と行政の共創

「企業や各種法人、NPO、市民活動・地域活動組織、大学などの教育・研究
機関などの多様な民間主体と行政などの公的主体が、相互の対話を通じて連
携し、それぞが持つアイデンティティやノウハウ、資源、ネットワークなど
を集結することで、社会や地域の課題解決に資する新たな価値を共に創出す
ること」

「民間と行政の共創」における定義

（引用）河村昌美・中川悦宏（2020）「公民共創の教科書」学校法人先端教育機構事業構想大学院大学出版部, p26.

①対等・対話の原則
行政は、民間の提案を積極的に受け入れるとともに、行政課題を自ら
発信していくことで、相互のコミュニケーションを積み重ねます。
・・・（以下略）

②目標共有の原則
共創の取り組みを進めるためには、事業の目標を民間と行政が共有す
ることが必要です。その中でお互いのメリットを見出し、WIN-WINの
関係を構築します。・・・（以下略）

③アイデア保護と透明性確保の原則
行政は、民間の事業実現性の判断がしやすいように、十分な情報を提
示し、アクセシビリティの向上に努めます。オープンな過程の中で事
業を進めることを基本としますが、民間アイデアなどについては、適
切な保護に努めます。・・・（以下略）

④役割分担と責任明確化
民間と行政は、相互の持つスキルやノウハウ、リソースを明らかにし、
相互の能力が最大限に発揮できるよう、お互いの役割とリスク分担を
明確にします。・・・（以下略）

[ 共創の４つの原則 ] 「横浜市共創推進の指針」(2009)より

図．横浜市における推進イメージ
（引用）河村昌美・中川悦宏（2020）「公民共創の教科書」学校法人先端教育機構事業構想大学院大学出版部, p26.

横浜市（2009）『共創推進の指針～共創による新たな公共づくりに向けて～』, https://www.city.yokohama.lg.jp/business/kyoso/kyoso-info/about.files/0007_20180914.pdf（2023/07/11）

「対話」が特に重要
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住民参加型のまちづくりにおける価値共創プロセス

出典：佐々木秀之（2023）「住民参加型のまちづくりが求められる背景と価値共創プロセス」
『東北活性研究』第50号，東北活性化研究センター


